
新旧対照表

新 旧

高知県赤潮特約共済掛金補助金交付要綱

第１条（略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、養殖業を営む中小漁業者の漁業再生産の阻害の防止及び漁業経営

の安定を図るため、毎会計年度の予算の範囲内で、漁業災害補償法（昭和 39

年法律第 158 号。以下「法」という。）第 123 条第２項ただし書に規定する特

約（以下「赤潮特約」という。）がある養殖共済の共済契約（以下「共済契約」

という。）を締結している者（以下「共済契約者」という。）に対し、共済契約

に基づき支払うべき赤潮特約に係る共済掛金の一部を補助するものとする。

第３条～第４条（略）

（補助金の交付の申請）

第５条 規則第３条第１項の補助金等交付申請書の様式は、別記第１号様式によ

るものとし、次に掲げる書類を添えて当該年度の 12 月 31 日までに知事に提出

しなければならない。

（１）（略）

（２）組合及び共済契約者の「本県において県税の滞納がない旨を証する納税

証明書」又は「本県において県税の納税義務がない場合は申立書（任意様

式）」。ただし、共済契約者の納税証明書及び申立書の発行日は赤潮特約の

共済責任期間の開始前３月以内に発行されたものとし、組合の納税証明書

及び申立書の発行日は補助金の交付申請前３月以内に発行されたものと

する。

（３）共済契約者の税外未収金債務の滞納がないことの誓約書及び県の補助事

業所管課が税外未収金債務の滞納の有無について関係課に照会すること

に対する同意書（別紙による誓約書兼同意書）

（４）（略）

第６条～第 11 条（略）

別表 （略）

高知県赤潮特約共済掛金補助金交付要綱

第１条（略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、養殖業を営む中小漁業者の漁業再生産の阻害の防止及び漁業経営

の安定を図るため、毎会計年度の予算の範囲内で、漁業災害補償法（昭和 39

年法律第 158 号。以下「法」という。）第 123 条第２項ただし書に規定する特約

がある養殖共済の共済契約（以下「共済契約」という。）を締結している者（以

下「共済契約者」という。）に対し、共済契約に基づき支払うべき赤潮特約に係

る共済掛金の一部を補助するものとする。

第３条～第４条（略）

（補助金の交付の申請）

第５条 規則第３条第１項の補助金等交付申請書の様式は、別記第１号様式によ

るものとし、次に掲げる書類を添えて当該年度の 12 月 31 日までに正副２通を

知事に提出しなければならない。

（１）（略）

（２）組合及び共済契約者の「本県において県税の滞納がない旨を証する納税

証明書」又は「本県において県税の納税義務がない場合は申立書（任意様

式）」。ただし、納税証明書及び申立書の発行日は赤潮特約の共済責任期間

の開始日から３月以内に発行されたものとする。

（３）共済契約者の税外未収金債務の滞納がないことの誓約書及び県の補助事

業所管課が税外未収金債務の滞納の有無について関係課に照会すること

に対する同意

（４）（略）

第６条～第 11 条（略）

別表（略）
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附 則 （略）

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附 則 （略）
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